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（最大判令和 3年 2月 24 日裁時 1762 号 1 頁）
〔判例評釈〕












ることを平成 26（2014）年 3月 28 日付けで許可し（以下「本件設置許可」と
いう。），その使用料を全額免除したこと（「本件免除」といい，本件設置許可
とあわせて「本件設置許可等」という。）は政教分離原則（憲法 20 条 1 項後段，
3項，89 条）に違反し，本件設置許可は都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）
4条 1 項に違反するとして，Yらのこの孔子廟のために都市公園の敷地を無償
で提供した Yの行為を違法に財産の管理を怠るものと主張した。
Xは，①地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）242 条の 2第 1項 3号に基づき，
Yが，同年4月 1日から同年7月 24日までの間の松山公園の使用料181万 7,063
円（以下「本件使用料」という。）を請求しないことの違法確認，② Yに対す





－166 （     ）－






























－167 （     ）－
宗教団体に対する特権の付与にも該当すると解するのが相当であるとし，また，
本件免除は，憲法 20 条 3 項の禁止する国の機関たる地方公共団体による宗教
的活動にも該当すると解するのが相当であるとして，Yが使用料のうち 181 万
7,063 円を Zに対し請求しないことの違法確認を求める Xの請求は全部理由が
あるとし，Xの請求を認容した。
そこで，Yおよび Zがそれぞれ控訴した差戻控訴審（福岡高那覇支部判平


















































－169 （     ）－
当とされる限度を超えるものとして，憲法 20 条 3 項の禁止する宗教的活動に
該当すると解するのが相当である。」










同法 240 条及び地方自治法施行令 171 条の 2から 171 条の 7までの規定によれ
ば，客観的に存在する使用料に係る債権を理由もなく放置したり免除したりす
ることは許されず，原則として，地方公共団体の長にその行使又は不行使につ
いて裁量はないというべきである（最高裁平成 12 年（行ヒ）第 246 号同 16 年
4 月 23 日第二小法廷判決・民集 58 巻 4 号 892 頁参照）。



















の当該忠魂碑に関する市の行為が問われたものとして大阪地判昭和 57 年 3 月
24日判時 1036号 20頁）がある。ただし，箕面忠魂碑・慰霊祭訴訟上告審判決（最
三小判平成 5年 2月 16 日判タ 815 号 94 頁）は，これを全面的に覆した控訴審
（大阪高判昭和 62 年 7 月 16 日判時 1237 号 3 頁）を支持した。ここで最高裁は，

































































































































－175 （     ）－
写真 1：久米孔子廟正面（左：中央の扉は一年に一度しか開かない）
大成殿（右：入って正面に位置づく）















































－177 （     ）－
写真 2：久米孔子廟平面図（左）、100 周年記念碑（右）




























































－179 （     ）－
本件免除に伴う国公有地の無償提供の態様は，判決文によれば，本件設置許
可に係る占用面積が 1,335 平方メートルに及び，免除の対象となる本件使用料


























－180 （     ）－
りその効力を有するものであるところ，本件免除は，適法に取り消されたもの



















法 231 条の 3第 1項等の規定ならびに地方公共団体が有する債権の管理につい




使について裁量はないというべきである（最二小判平成 16 年 4 月 23 日判時
1857 号 47 頁）。
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－181 （     ）－







これは，①公園条例 11条の 2第 8号に基づき本件使用料を免除する理由があ
るかどうかを判断して免除処分を下すには至っていない，つまり，免除の効力
が生じていない段階であるといえ，最高裁が指摘するように，②地方自治法施









































































































































政教分離（空知太神社事件）訴訟上告審判決（最大判平成 22 年 1 月 20 日），
および砂川政教分離（空知太神社）訴訟第二次上告審判決（差戻上告審・最一























－187 （     ）－
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